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要旨：本稿では，病弱・身体虚弱教育班専門研究Ｂ「インクルーシブ教育システム構築における慢性疾患の

ある児童生徒の教育的ニーズと合理的配慮及び基礎的環境整備に関する研究」（平成26－27年度）において，

研究協力機関である４つの特別支援学校（病弱）の，インクルーシブ教育システム構築に向けた実践を紹介

する。特別支援学校（病弱）では，在籍する児童生徒の実態が変化し，社会のニーズに応じるためにも，病

弱及び身体虚弱の子どもに対して行われる教育を担う特別支援学校としての新たな役割が求められている。

各地域の特性に合わせた，それぞれの特別支援学校（病弱）の取組を紹介することにより，インクルーシブ

教育システム構築を進める上で，特別支援学校（病弱）の担うべきセンター的機能について，病気のある児

童生徒への支援の在り方と，地域の小・中学校等への支援の在り方に示唆を得た。 

見出し語：特別支援学校（病弱），地域支援，ネットワーク構築，センター的機能 

 

Ⅰ．問題と目的 

 

１．特別支援学校（病弱）の現状 

 文部科学省の学校基本調査によれば，病弱・身体

虚弱特別支援学級の在籍児童生徒数は増加傾向にあ

るものの，特別支援学校（病弱）の在籍数は増減を

繰り返し，大きな変化はない（日下・森山・新平，

2014）。しかし，全国病弱虚弱教育連盟の病類調査の

疾患分類では，特別支援学校（病弱）に在籍する児

童生徒の主な疾患は，腎臓疾患や喘息などは減少し，

心身症など行動障害が増加の傾向にある。これは，

近年の医療の進歩等により病弱児を取り巻く教育環

境が大きく変化し，医療機関に隣接する特別支援学

校(病弱)は，その影響を受けている現状がある。 

 こうした状況の中，病弱及び身体虚弱の子どもに

対して行われる教育（以下，病弱教育という）を担

ってきた特別支援学校は，地域のセンター的役割を

担う特別支援学校として，病弱教育における役割を

新たに模索するとともに，学校の在り方が問われる。 

 

１）自校在籍の児童生徒への支援 

 特別支援学校(病弱)では，在籍する児童生徒は病

状の変化に伴って転学をすることが少なくない。そ

の際，児童生徒にとって学びの場を連続性のあるも

のとするためには，前籍校はもとより，医療関係者

との連携が重要である。このような，円滑な復学を

可能とするために，特別支援教育コーディネーター

を始めとし，連携協力の体制構築を進めることは，

自校に在籍する児童生徒への支援においても大きな

役割である。 

 

２）地域の病弱児への支援 

武田（2012）は，病弱児の多くが小・中学校の通

常の学級に在籍していて，必要な教育的支援を受け

ていないことを指摘している。斉藤・佐藤・細野（2012）

の調査結果を考慮すれば，毎年５月１日付け在籍状

況で実施されている文部科学省学校基本調査や全国

病弱虚弱教育連盟の病類調査にはデータとして反映

されない短期入院の児童生徒もいることから，示さ

れる数値より遙かに多い児童生徒が病弱教育の対象

となっていることが考えられる。そして，その多く

が小・中学校に在籍しているとすれば，そういった
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児童生徒への支援の充実が求められる。現在では，

特別支援学校（病弱）は教育相談として，地域の小・

中学校等に在籍する児童生徒の教育に関わる相談を

受け，必要に応じた支援を行っている。 

 

２．特別支援学校（病弱）のセンター的機能 

 特別支援学校のセンター的機能については，「特別

支援教育を推進するための制度の在り方について

（答申）」（中央教育審議会，2005）において，次の

具体的内容が示された。①小・中学校等の教員への

支援機能，②特別支援教育等に関する相談・情報提

供機能，③障害のある幼児児童生徒への指導・支援

機能，④医療，福祉，労働などの関係機関等との連

絡・調整機能，⑤小・中学校等の教員に対する研修

協力機能，⑥障害のある幼児児童生徒への施設設備

等の提供機能。これらを各学校等が実情に応じて実

施しているが，特別支援学校（病弱）においては，

在籍する児童生徒の転学に伴う関係機関等との連携

が必須であることから，④医療，福祉，労働などの

関係機関等との連絡・調整機能について果たす役割

は大きい。 

 これら特別支援学校のセンター的機能の具体的内

容が示されてから 10 年，特別支援学校の制度が平成

19 年度に始まり約９年を経る今日では，インクルー

シブ教育システム構築が進められてきている。イン

クルーシブ教育システムの構築に向けて，特別支援

教育の充実が求められている（中央教育審議会初等

中等教育分科会，2012）。現在，特別支援学校に求め

られる機能も，小・中学校等を含めた地域の特別支

援教育の進展に伴って，変化して来ていると考える。

病弱教育を担う特別支援学校の在り方と共に，新た

なセンター的機能の取組について，学校現場の実際

から紹介する。 

 

 

Ⅱ．特別支援学校（病弱）の取組の実際 

 

１．県内の病弱・身体虚弱特別支援学級のネットワ

ーク構築の形成－Ａ特別支援学校 

 

１）学校概要 

Ａ特別支援学校は，Ｂ県内に２校ある特別支援学校

（病弱）の１校で，小学部・中学部・高等部を設置す

る。隣接の医療機関に入院している児童生徒の他，他

医療機関で継続して治療を受けている児童生徒が在

籍している。 

当校は，特別支援学校（病弱）として，小・中学校

の病弱・身体虚弱特別支援学級担当者に対して「セン

ター的機能をどのように発揮していくか」が課題の一

つであった。そこで，平成26，27年度の２ヵ年におい

て，文部科学省委託事業「特別支援学校機能強化モデ

ル事業」を活用し，県内の病弱・身体虚弱特別支援学

級のネットワークづくりをセンター的機能の１つと

捉え，その在り方について実践を通して検討してきた。 

 

２）県内病弱・身体虚弱特別支援学級の現状と課題 

Ｂ県の病弱・身体虚弱特別支援学級設置校は19校

（小学校10校，中学校９校）あり，全てが病院にある

学級（本稿では，医療機関内にあるまたは隣接する

小・中学校の特別支援学級による教育の場を総称して

「病院にある学級」という）である。これらの病院に

ある学級の担当者は，10年以上携わっている教員がい

る一方で，半数以上が経験３年未満という実態がある。

病院にある学級を担当する場合，学習指導の他にも，

病気に関する知識や必要な配慮事項，医療関係者等と

の連携や学籍に関する知識等，求められることが少な

くない。しかし，それらについて研修を受けたり，知

ったりする機会は限られているのが現状である。県内

では，年１回の研究大会が病院にある学級の担当者が

一堂に会するよい研修の機会となっているが，参加で

きない担当者も多い。また，主に医療機関内の教室等

にいて，単独で指導に当たることが多いので，指導上

の悩み等を相談したり情報交換したりする機会が非

常に少ない状況にある。 

そこで，病院にある学級の担当者の抱える困難さを

把握し，その軽減を図ったり課題解決の支援を行った

りすることが児童生徒の教育充実につながると考え，

次の取組を行った。 

 

３）取組の実際 

 

（１） １年次の取組
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病院にある学級の担当者を対象にアンケートを実

施し，学級経営や指導において感じている困難さを把

握した。県内19校の担当者19名のうち，17名から回答

を得た。その結果，病院にある学級での指導において

は，病院内という環境に制約があるため，教科等によ

っては実施困難な内容があること，教科担任制の中学

校では専門外の教科を指導する難しさがあることが

うかがえた。また，自身の病弱教育に関する専門性の

向上を図りたいと考える担当者が多い一方で，研修を

受けづらい環境にある教員がいることが分かった。 

このほか，病院内の学級担当者を対象とした研修会

を２回開催した。 

 

（２） ２年次の取組 

病院にある学級の担当者が，求める情報を容易に得

ることができたり，担当者間で意見交換したりできる

ための環境整備として，県内の院内学級設置校19校と，

本校を含む特別支援学校（病弱）２校がアクセス可能

なサイトを本校ホームページ内に開設した。サイト内

には，「各院内学級及び特別支援学校の概要紹介」，関

係機関や特別支援教育の情報へつながる「お役立ちリ

ンク」，ワークショップ型研修会で話題となった内容

を整理した「よくある疑問 院内Q&A」といったコー

ナーを設けた。また，情報発信・交流の場として設け

た「トピックス」には，本校院内学級の様子や研修会

の記録等をアップするとともに，担当者同士の意見交

換の場となるよう院内担当者がコメントを書き込め

るよう工夫した。また，本校の院内学級担当者に，直

接メールで相談や質問できるようにした。 

その他，授業研究会の開催し，県内外の教員と様々

な病気や障害を抱える児童生徒の教育的ニーズに応

じた指導・支援の在り方を，「児童生徒の活動」「教師

の伝える力」の視点から協議した。 

 

４）成果と課題  

アンケート調査から把握できた県内の病院にある

学級の実情や担当者のニーズ，困り感について，その

後の研修内容を充実させることができた。また，専用

ウェブサイトを開設することにより，病院にある学級

の担当者の情報提供等の支援が図れたことは成果で

ある。今後は，研修会においてはより参加しやすい環

境を整えることが課題である。また，専用ウェブサイ

トにおいては，当校からの情報発信が主となっている

のが現状であるため，担当者の相互活用が図られる工

夫が必要である。 

 

２．病弱教育の専門性を活かした通級による指導，

巡回による指導－Ｃ特別支援学校 

 

１）学校概要 

 Ｃ特別支援学校は，県内に２校ある特別支援学校

（病弱）のうちの１校で，小学部・中学部・高等部を

設置する。隣接の医療機関の他，近隣の医療機関等へ

の訪問教育や近隣市内の医療機関に小・中学部の病院

にある学級を開設している。近年，病気の多様化や通

学生の増加とともに，多数を占めていた喘息・肥満等

一般慢性疾患の児童生徒が減少し，精神性の疾患や発

達障害を伴う児童生徒の増加が課題である。 

Ｃ特別支援校は，地域の病弱教育のセンターとして，

教育相談や隣接病院と連携した研修会の開催等の他，

数年前から「通級による指導」，「巡回による指導」を

行っている。 

 

２）通級による指導，巡回による指導について 

 Ｃ特別支援学校では，小・中学校等の通常の学級に

在籍する病弱教育のニーズのある児童生徒への対応

として，平成25年度から通級による指導を，平成26

年度からは病院への巡回による指導を開始した。 

 当初，通級による指導は，小・中学校等の通常の学

級で病気を抱えていたり，退院後すぐには通常学級に

通えなかったりする児童生徒を想定していた。しかし

実際には，精神疾患や心身症を抱えた不登校に近い状

態の児童生徒が多かった（図１）。一方，巡回による

指導は，近隣市の医療機関を中心に，長期入院に至ら

 図１ 通級による指導を受けている人数と疾患 

(人) 
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ない１か月程度までの児童生徒を対象に行っている。

これまでに巡回による指導を受けた15人の対応期間

は，７日以内が８人で最も多い。 

 

３）取組の実際 

 

（１）通級による指導の例 

 ①小１男子は，当校に週１回，体育と自立活動の指

導で来校している。在籍校では，疾患の特性から集団

での激しい動きや遊具の使用などは制限されている。

当校では，発達段階を考慮しながら，自立活動的な内

容を含めて指導している。当初は遠慮がちであったが，

もともと活発な性格で嬉々として取り組んでいる。 

②中２男児は，不登校となり精神疾患の診断を受け

た。教育相談で来校した後，通級による指導を週１回

２時間程度実施している。主治医の指示をもとに，関

係機関で連携を図りながら，本人の心が安定する居場

所としての機能を果たした。医療管理のもと，週１回

の通級による指導を継続し，半年後に在籍校に戻るこ

とができた。 

 

（２）巡回による指導の例 

 ①小３男子は，保護者の都合で自宅近くの病院に転

院した。転院先には病院にある学級がなかったことか

ら，在籍校や教育委員会と相談し，巡回による指導を

行うこととした。教員が指導に入ったことで，学習の

保障だけでなく，心理的にも安定した時間を過ごすこ

とができた。退院時期も予定より早まり，在籍校への

登校が開始された。 

 

４）成果と課題 

病院にある学校や学級がない医療機関に入院して

いる児童生徒や，長期入院に至らない１か月程度の入

院をしている児童生徒には，病院にある学級の担当者

が授業時間の合間に言葉かけをするなどの対応をし

ていた。しかし，巡回による指導とすることで指導の

位置づけが明確になり，在籍校で授業を行ったと同じ

く出席の扱いとすることができている。小児科の平均

入院期間は11～12日であることから，長期入院に至ら

ない１か月程度の入院をしている児童生徒への支援

の仕組みの１つとして期待される。 

これまでの事例では，事前の在籍校や教育委員会と

の協議，本人・保護者の希望の聞き取りなどが重要で，

あった。こうした関係者間において，本人の実態や課

題について共有し，目標を明確にして取り組んでいっ

たことが，よい結果へとつながったと考える。 

一方で，特別支援学校（病弱）の通級による指導に

ついて，小・中学校や各市町村教育委員会に充分周知

されていない現状がある。そのため，特に巡回による

指導では，制度の活用に躊躇を示したり見送ったりす

る場合が少なくない。短期間であっても，児童生徒の

教育的ニーズに応えられるよう，教職員の意識の改善

や手続きの簡略化を図っていくことが必要である。ま

た，最近は通級の制度に関して高等学校からの問い合

わせもあることから，今後は高等学校の生徒への対応

も検討する必要がある。 

 

３．小・中学校の通常の学級に在籍する病気のある

児童生徒への支援－Ｄ特別支援学校 

 

１）学校概要 

 Ｄ特別支援学校は，Ｅ県で病弱・身体虚弱を単一

の障害種別とする唯一の特別支援学校である。筋疾

患，心肺疾患，精神神経疾患，重症心身障害，その

他難病の疾患の状態が継続し，医療又は生活規制を

必要とする児童生徒が在籍している。 

Ｅ県の「特別支援学校インクルーシブ教育システ

ム構築事業－コア・スクールを核とした専門性向上

システム構築事業」において，Ｄ特別支援学校は「コ

ア・スクール（病弱）」に指定された。「コア･スク

ール」とは，各障害種に対してセンター的機能を生

かす中核となる学校のことである。 

Ｄ特別支援学校は，病弱教育を必要としている児

童生徒が，他の特別支援学校や地域の小･中学校に

も在籍していることから，広く病気の児童生徒に対

する教育的ニーズを把握し，適切な支援が行われる

ことが必要であると考えた。 

 

２）取組の実際  

Ｄ特別支援学校は，県内の特別支援学校と本校周

辺域の小・中学校に対して「病弱・身体虚弱の児童

生徒の実態調査」を行い，現状を把握した。調査か
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らは，95％以上の学校で何らかの病気を有する児

童生徒が在籍していたこと，特別支援学校への相談

は非常に少ないこと，病弱教育に関する研修会の実

施や，病気の児童生徒に対する具体的な指導法や配

慮についての要望が高いこと等が分かった。この結

果を基に，各校への訪問支援活動を実施し，病弱教

育に関しての理解・啓発の促進と各校の問題への支

援を行った。その際に，病弱教育に関する啓発及び

支援のためのチラシやパンフレットを配付した。 

 また，他の病弱教育部門をもつ特別支援学校との

ネットワーク構築を行い，各地域の病弱教育におけ

るセンター的機能強化を目指した。具体的には，域

内の総合化された特別支援学校の病弱教育担当者や

特別支援教育コーディネーターを対象に，病弱教育

担当者会を開催した。 

 

３）成果と課題 

実態調査では，県・市町村教育委員会の協力を得て

100％の回答率だった。その結果，特別支援学校（病

弱）以外に在籍する病気のある児童生徒の実態を把握

することができた。これにより，ほとんどの学校に広

く病気のある児童生徒が在籍しており，学校生活の

様々な場面での配慮を必要としていることや，病気の

ある児童生徒に関する相談先として，特別支援学校が

あまり活用されていないこと等がわかった。調査結果

は，その後に実施した訪問支援活動の訪問先を決定す

る際にも役立てることができた。 

訪問支援活動では，実態調査だけでは分からなかっ

た各校に在籍する病気のある児童生徒の実態につい

て，より詳しく把握することができた。訪問支援で対

応した児童生徒の実態は様々であったが，支援の内容

には病弱教育に関しての共通する事柄も多くあった。

訪問支援活動をとおして整理した共通の事柄につい

ては，支援パンフレットの作成時に大いに役立った。

訪問先の学校では，放課後を利用した職員全体を対象

とした研修会を開催し，病気のある児童生徒に対する

支援の在り方等について理解推進を図ることができ

た。 

 作成した病弱教育支援チラシを訪問支援活動時等

に配付したり，病弱教育支援パンフレットを圏域の

小・中学校と県内の特別支援学校へ配付したりするこ

とで，病弱教育に関する啓発や情報提供を行うことが

できた。 

 また，病弱教育担当者会を開催したことにより，担

当者同士のネットワークを構築することができた。域

内の総合化された特別支援学校においては，病弱教育

に関する情報や専門性に関する話題を共有する機会

も多くないことから，これらについて話し合う場を設

定できたことはとても意義があると考える。 

 Ｄ特別支援学校の行った実態調査とその結果を基

にした訪問支援活動は，インクルーシブ教育システム

構築を進める中，小・中学校への病弱教育の理解・啓

発において大変有効な取組であったと考える。しかし，

病気のある児童生徒の実態は，病状や治療形態等と共

に多様に日々変化する。そのため，実態調査に基づく

訪問支援には，毎年の調査実施が必要となり，分析結

果を求めてから支援につなげるまでの時間的空間が

生じる。今回の調査でも，特別支援学校が相談機関と

して意識されていない現状も踏まえ，特別支援学校か

らの一方向的な支援の働きかけではなく，小・中学校

から，病弱教育に関する社会的資源の一つとして位置

付けられる必要がある。そのためには，小・中学校等

への病弱教育に関する啓発活動及び情報発信を継続

していくことが重要である。 

そして，病弱教育を担う各特別支援学校が，各地域

の小・中学校の相談を受け，支援に当たれるようなシ

ステムの整備が必要である。そのために，Ｄ特別支援

学校のようなコア･スクールを中核にした，病弱教育

のネットワーク作りとシステム構築が有効である。 

 

４．病院内訪問学級における教育実践（高校生を中

心に）－Ｆ特別支援学校 

 

１）学校概要 

Ｆ特別支援学校は，児童生徒が自宅から通学する

本校（以下，本校とする）に加えて県内の８医療機

関に病院内訪問学級（以下，病院にある学級とする）

を設置する。教師のうち約半数が病院にある学級を

担当している。８医療機関のうち，常時，児童生徒

が在籍しているのは３医療機関であり，そのうちの

２医療機関で高校生への支援を実施している。 

 児童生徒の転入時には，前籍校の担任との引継ぎ
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や，入院中の連携などの確認（転入カンファレンス）

を行う。また，転出時には，病院，前籍校，保護者，

Ｆ特別支援学校の四者間で，退院後の過ごし方につ

いての確認等を行う（転出カンファレンス）という

切れ目の無い支援を心がけている。 

最近では，医療技術の進歩により在宅医療・在宅

療養が可能となり，その一方では，退院後も体力や

感染症の問題から，前籍校に通えない生徒も存在す

るようになった。Ｆ特別支援学校では，そういった

児童生徒には，本校に登校して学習を受けるスクー

リングの形態で対応している。 

 

２）教科指導充実のため 

 高校生を受け入れている二つの病院にある学級で

は，小学部職員数人と中・高等部の教師５人で学習

指導にあたっている。中・高等部の教師は，国語・

社会・数学・理科・外国語の教科担当から構成され

ている。これら５人の教科担当は，一人で，中・高

等部の６学年分を担当するため，指導する学習内容

が非常に広くなる。特に高等部の社会科と理科は分

野別となることから，教材研究の時間も多く必要と

なる。また，前籍校によって使用する教科書が異な

ることもあることから，同学年を指導する場合でも，

進度状況を把握しながらそれぞれの教科書の内容を

参考にして授業を行うなど，一人の教師への負担度

が増す。このような現状においては，前籍校の協力

を得ながら，授業で活用するワークシートや定期テ

スト等の情報提供を受けることで対応している。現

在は，前籍校の関係職員にも連携について周知して

もらうために，転入の際に管理職同士による連絡を

取っている。 

平成 26 年度からは，遠隔授業を実現するための

取組を行っている。例えば，教師の遠隔授業体験や，

遠隔授業を効果的に展開するための機器の整備など

である。また，遠隔授業の質を向上させるための教

師間による意見交換なども行っている。さらに，前

籍校である高校から，普段の授業を遠隔で提供して

もらう試みも現在調整中である。 

 

３）成果と課題 

高校生を受け入れる際には，Ｆ特別支援学校の管

理職から，前籍校の管理職に教材の提供を依頼する

ことにより，指導者間での教材の提供が充実し，教

科の課題以外にも進路等の資料提供も可能となった。 

退院後に抵抗力が弱く，易感染のリスクから前籍

校に通うことが難しい生徒にも，スクーリングの形

態で学習の場を提供するようにした。その際，病院

にある学級の担当者と協力して遠隔授業を実施する

ことで，指導の充実を図ることができた。 

５教科（国語・社会・数学・理科・英語）以外の

音楽・家庭科・情報・美術などについては，専科担

当が週に一回，本校から病院にある学級に来て授業

を実施した。５教科（国語・社会・数学・理科・英

語）以外の授業を専科担当者により提供できること

で，その他の４教科における実技を実施することが

可能となった。これは，児童生徒の心理的安定を図

る一助となっていると考えられる。また情報リテラ

シーを意識するようになったり，楽しんでできる活

動（音楽や制作活動）を見つけたりすることから，

放課後等の余暇の時間を楽しく過ごすことができる

ようになった生徒もいた。 

一方で，高等学校に遠隔授業の協力依頼の説明を

した際，「操作が難しそう」「校内に使える PC がな

い」「授業時間のカメラワークは難しい」「毎回，教

室に PC を設置するのは難しい」などの意見もあっ

た。環境構築のために一時的にでも遠隔授業が可能

となる機器整備が必要である。 

今後は，本校と病院にある学級の児童生徒の在籍

状況に応じて，対応する教員の臨機応変な指導体制

の調整が必要である。また，各教科の指導において，

専科担当者の授業を保障するために，遠隔授業の活

用と充実が求められる。そのための環境整備が必要

である。 

 

Ⅲ．これからの特別支援学校（病弱）に 

求められるセンター的機能 

 

１．病気のある児童生徒への支援の在り方 

Ｃ特別支援学校は，小・中学校等の通常の学級に

在籍する病弱教育のニーズのある児童生徒への対応

として，通級による指導を実施していた。また，病

院への巡回による指導を行うことで，１か月未満の
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短期入院の児童生徒へ対応し，教育保障をしてい

た。 

Ｆ特別支援学校は，ＩＣＴを活用した遠隔授業や，

前籍校との連携を密にすることで，高校生への支援

を充実させる取組をしていた。病院にある学級へ訪

問する教員と本校の教員の指導体制を，児童生徒の

在籍状況に応じて弾力的に運用し，教科の専門性を

担保しながら教育効果を高める工夫をしていた。 

特にＦ特別支援学校の実践は自校に在籍する児童

生徒への支援ではあるが，このような対応がなされ

なければ，教育を受けられていない「地域の児童生

徒」になる例である。ＩＣＴを活用した遠隔授業や

前籍校との教材等での連携による指導・支援の充実

は，多様な学びの場で教育が連続性のある教育が受

けられるようにするためには，重要な視点である。 

Ｃ特別支援学校の取組は，入院はしていないが教

育的ニーズがある小・中学校等に在籍する児童生徒

への効果的な対応である。これまで，特別支援学校

では通級による指導を積極的に実施してきていない

が，通常の学級に在籍する病弱教育のニーズのある

児童生徒への対応として有効な形態の一つと考えら

れる。 

 

２．地域の小・中学校等への支援の在り方 

Ａ特別支援学校とＤ特別支援学校は，それぞれ地

域の病弱教育に関わる担当者の支援機能について，

関係者間のネットワーク作りや研修機会の設定など

に取り組んだ。小・中学校等に潜在的に在籍してい

る病弱教育のニーズのある児童生徒が多いとしても

（齋藤ら，2012），そのニーズに気づく専門性や，実

際に対応する際の指導・支援機能がなければ，適切

な対応が図られにくい。そこで，病弱教育に関する

相談・情報提供機能を保障すると共に，担当者を支

援する体制を構築することは，これまで以上に重要

な対応であると考える。とりわけ，病弱・身体虚弱

特別支援学級の担当者へのウェブを活用した支援体

制の構築は，指導に関する資源や情報が得にくい環

境にある病院にある学級の担当者にとって，有効な

地域支援の形態と考える。 

病弱教育の対象となる児童生徒は，入院の有無に

関わらず病気の状態や必要とされる支援の内容等に

応じて，小・中学校の通常の学級，通級による指導，

特別支援学級，特別支援学校といった多様な学びの

場で，教育を受けることができるようにすることや，

それらを連続性のあるものにしていくことは，とて

も重要なことである（文部科学省，2013）。したがっ

て，インクルーシブ教育システム構築において，こ

れらを実現していくうえで，特別支援学校（病弱）

のセンター的機能が果たす役割は大きい。 
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